
  

平成３１年度分市町村標準保険料等の試算結果について（仮係数段階） 

 

 

 

 

 

 

１ 試算結果 

（１）県平均一人当たり標準保険料 

  ３１年度試算標準保険料（仮係数ベース） １０４，９３２円 （＋4,888円、＋4.9％） 

  ３１年度分算定に用いる２８年度保険料（理論値） １００，０４４円 

  (２８年度保険料(理論値)から見た際の単年度の伸び率は、約1.6%) 

(※県全体の標準保険料率の算定に必要な保険料総額(医療分・支援分・介護分)を３１年度の推計被保険

者数で控除したもの) 

 

（２）市町村の状況（激変緩和後） 

 

連携会議等での協議を踏まえ、２８年度保険料(理論値)と比べ、３１年度一人あた

りの標準保険料が一定割合(自然増+１％×３年)以上伸びる市町村に、財源を重点配

分し、激変緩和措置を講じた。 

 

平成３１年度標準保険料の３年度分の増減率（対平成28年度） 

 

 

 

 

 

 

  

標準保険料(H28→H31) ３３団体 

増 加 ＋７．９％ １８団体 

＋７．９％未満  １５団体 

標準保険料(H28→H31) ２１団体 

減 少 ▲１０％未満 １０団体 

▲１０％以上 １１団体 

 １０月末に国から示された仮係数に基づき、平成３１年度分の市町村の標準保険料等

について、試算を行いました。 

 仮係数に基づく試算結果は、不確定要素を含むものですが、市町村においては、今後

の予算編成や料率改定に向けた参考としてください。 

28年度保険料(理論値)と比較して、３年間で 

資料１－１ 



２ 激変緩和措置の状況 

（１）一定割合 

 「一定割合(自然増＋１％×３年)」 ＝ ４．９％＋３％ ＝ ７．９％ 

 

（２）対象市町村数 

 １８団体（昨年度比 ２団体減） 

 

（３）投入財源 

  ① 国公費(暫定措置、国特別調整交付金の一部) 約１７億円   

② 県繰入金 約６１億円（繰入金９％中１．９５％） 

  ③ 特例基金 ４億円   

☆総計 約８２億円（昨年度比約１２億５千万円減） 


